
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催
が

目
前
に
迫
っ
た
七
月
、
胡

錦
濤
国
家
主
席
と
温
家
宝

首
相
を
含
む
中
国
の
ト
ッ

プ
レ
ベ
ル
の
指
導
者
は
、

相
次
い
で
北
京
を
離
れ
、

上
海
や
広
東
、
山
東
、
浙

江
な
ど
の
地
方
に
出
向
い
た
。
こ
う
し

た
地
域
の
景
気
減
速
に
起
因
し
、
二
〇

〇
七
年
ま
で
五
年
に
わ
た
り
二
ケ
タ
成

長
を
達
成
し
て
き
た
中
国
経
済
は
大
き

な
正
念
場
を
迎
え
て
い
る
。

左
の
グ
ラ
フ
の
よ
う
に
、
貿
易
黒
字

の
伸
び
鈍
化
を
背
景
に
中
国
経
済
の
拡

大
ペ
ー
ス
は
〇
七
年
第
２
四
半
期
を
ピ

ー
ク
に
ス
ロ
ー
ダ
ウ
ン
し
て
き
た
。
広

東
や
浙
江
な
ど
で
、
繊
維
や
ア
パ
レ
ル
、

製
靴
な
ど
労
働
集
約
型
の
輸
出
企
業
の

経
営
状
況
が
急
速
に
悪
化
し
て
き
た
。

世
界
的
な
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格

急
騰
や
米
国
経
済
低
迷
と
い
っ
た
外
部

環
境
悪
化
が
好
調
な
中
国
経
済
に
異
変

を
も
た
ら
し
た
直
接
の
契
機
で
あ
っ
た

が
、
そ
の
背
景
に
は
経
済
成
長
が
投
資

・
外
需
拡
大
へ
の
依
存
度
を
高
め
て
い

る
と
い
う
構
造
的
問
題
が
あ
る
。

資
・
外
需
に
大
き
く
依
存
し
た

ま
ま
で
は
、
中
国
は
持
続
的
経

済
成
長
を
実
現
で
き
な
い
と
か
ね
て
指

摘
さ
れ
て
き
た
。
中
国
政
府
は
一
九
九

八
年
に
す
で
に
消
費
主
導
の
経
済
成
長

メ
カ
ニ
ズ
ム
の
構
築
を
最
も
重
要
な
政

策
課
題
の
一
つ
と
し
て
打
ち
出
し
て
い

投

る
。
し
か
し
、
経
済
成
長

に
対
す
る
消
費
の
寄
与
率

は
、
九
九
年
の
八
八
・
一

％
か
ら
〇
七
年
の
三
九
・

〇
％
へ
と
低
下
し
た
。

な
ぜ
、
実
態
経
済
は
政

府
の
思
惑
と
ま
っ
た
く
違

う
方
向
で
推
移
し
て
き
た
の
か
。
そ
の

最
大
の
原
因
は
中
国
の
人
び
と
の
貯
蓄

志
向
が
高
過
ぎ
る
こ
と
に
あ
る
と
主
張

す
る
声
が
多
い
。
し
か
し
、
筆
者
は
こ

う
し
た
論
調
が
中
国
社
会
の
実
態
に
合

っ
て
い
な
い
と
考
え
る
。

政
府
貯
蓄
と
民
間
貯
蓄
を
合
わ
せ
た

国
民
総
貯
蓄
率
を
見
る
と
、
九
九
年
の

三
七
・
七
％
か
ら
〇
六
年
の
五
〇
・
一

％
へ
と
急
上
昇
し
た
。
し
か
し
、
そ
の

中
身
を
見
る
と
、
貯
蓄
を
最
も
速
い
ペ

ー
ス
で
伸
ば
し
て
い
る
の
は
家
計
で
は

な
く
、
政
府
で
あ
る
。
消
費
主
導
型
成

長
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
構
築
を
妨
げ
て
い
る

の
は
個
人
で
は
な
く
、
政
府
な
の
だ
。

以
上
の
分
析
を
踏
ま
え
る
と
、
中
国

が
今
後
貯
蓄
率
を
引
き
下
げ
て
経
済
成

長
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
投
資
・
外
需
依
存

か
ら
消
費
主
導
に
改
め
て
い
く
に
当
た

っ
て
は
、
官
が
主
導
し
官
が
経
済
成
長

の
成
果
を
最
も
多
く
享
受
す
る
「
官
有

経
済
」
か
ら
脱
却
す
る
必
要
が
あ
る
。

巨
大
な
既
得
権
益
が
構
築
さ
れ
て
い

る
「
官
有
経
済
」
を
分
解
す
る
た
め
に

は
、
政
治
改
革
を
通
じ
て
民
の
パ
ワ
ー

を
拡
大
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。

中
国
の
持
続
的
成
長
実
現
に
は

「
官
有
経
済
」の
分
解
が
不
可
欠
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